
地方創生テレワーク推進運動A c t i o n 宣言
当社は、地方創生テレワーク推進運動の趣旨に賛同し、以下のように取組むことを宣言します。

地方創生テレワークの必要性・メリットを企業のトップや経営層が理解のうえ、取組を推進します。

地方創生テレワークに取組むための体制や取組方針等を整備し、

企業のトップや経営層のコミットメントの下、社内での価値観の共有に取組みます。

取 組 方 針

 地方創生テレワークの推進に当たり、関連するガイドラインやチェックリスト、マニュアル等を参照し、諸制度の整備に努めます。

取 組 に 向 け た 諸 制 度 整 備

 地方創生テレワークの推進に当たり、コンプライアンスの遵守に努めます。

法 令 遵 守

取 組 内 容

取 組 項 目

株式会社ダンクソフト
　代表取締役　星野晃一郎
日付　２０２１年１1月１５日

【１】採用の優位性の確保・社員の離職防止 【２】地方人材の採用・育成 【３】地域プロジェクトへの参加

【４】機能分散 【５】ワーケーション推進

ダンクソフトは2000年代より、育児、介護、疾病に対応するため社員の在宅勤務を可能にしてきました。2011年の震災以降、代替

地として実証実験を行った徳島県で地元エンジニアを採用しサテライトオフィスを開設しました。コロナ禍においても2020年3月の

緊急事態宣言翌日より全社員在宅勤務に移行し、これまでのテレワーク経験を生かしてスムーズに業務を行えています。在宅勤務

での社員の健康、モチベーション維持のためメンタルヘルスケアプログラムも採用しています。また、徳島県では当社社員が地元高

専の非常勤講師を務め、高専卒業生を採用し、高専生と共に地域課題を解決するプロジェクトの推進へと繋がっています。


